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後発医薬品の使用促進など薬の有効な使用策

(行政刷新会議の評価結果等)
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社会保障:後発医薬品の使用促進など薬の有効な使用策

(論点①)後発医薬品の使用を進めるための方策は何か｡
(論点②)病院でも薬局でも買うことのできる薬の負担はどう

あるべきか｡

方向性

先発品の薬価は後発医薬品(ジェネリック)の

薬価を目指して大幅に引き下げ､医療費の支

出と国民の負担を最小限にすべき｡併せて､先

発品薬価と後発品薬価の差額の一部を自己負

担とすることについて検討すべき｡加えて､医

師･薬剤師から主な先発品･後発品のリストを患

者に提示する義務を課すことについても検討す

べき｡後発医薬品の推進のロードマップを作成

し､行政刷新会議に報告すること｡

ビタミン剤など市販品類似薬については､自己

負担割合の引き上げを試行するべき｡さらに､

一部医療保険の対象から外すことについても検
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討すること｡

論点(D
先発品の薬価は､後発品の薬価を目指して大幅に引き下げるべき

5名

先発品薬価と後発品薬価の差額の一部を自己負担とすべき 7名

後発品についての周知･啓発をもっと進めるべき 6名

その他 2名

(注:重複あり)

論点②
市販品類似薬は医療保険の対象から外すべき 4名

市販品類似薬について自己負担割合の引上げを試行すべき 6名

市販品類似薬は現状のまま保険適用を続けるべき 0名

その他 1名

(注:重複あり)

とりまとめ(提言)

先発晶の薬価は後発医薬品(ジェネリック)の薬価を目指して大幅に引き下げ､医療費の支出と国

民の負担を最小限にすべき.併せて､先発晶薬価と後発品薬価の差飯の一部を自己負担とするこ

とについて検討すべきO加えて､医師･薬剤師から主な先発晶･後発品のリストを患者に提示する義

務を課すことについても検討すべき｡後発医薬品の推進のロードマップを作成し､行政刷新会議に報

告すること｡

ビタミン剤など市販品類似薬については､自己負担割合の引き上げを試行するべき｡さらに､一部

医療保険の対象から外すことについても検討すること｡

評価者の提言内容(評価シートに記載された提言事項)

(論点①)後発医薬品の使用を進めるための方策は何か｡

● (｢先発晶薬価と後発品薬価の差額の一部を自己負担とすべき｣について)中期的に検討
● 医師､薬剤師から先発品･後発品の主なリストを患者さんに提示する義務を課すことについて検討

すべき
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● 診療報酬(薬価等)は後発品薬価に合わせて設定(一物一価の原則)

● 先発晶薬価との差額は自己負担｡必要であればこの自己負担をカバーする民間医療保険の普及

を計る｡

● 保険者(健保等)に後発医薬品の使用を加入者に促す(指導する)ようにさせる｡

● 後発医薬品のシェアの目標値(H24年度まで30%)が達成できなかったときの措置(例:診療報酬

の見直し)を予め明らかにしておくO

● 必要であれば先発晶に係る情報提供コストは別途"手当て化"する(情報提供料を設ける)｡

● 新薬(後発品のない先発品)は下げるべきでない｡(後発品のある)先発晶については､価格を下げ

る方法ではなく､患者に対して後発品に関する情報(患者が選択できるような情報)を十分に与える

ように医療機関､薬局に義務づける｡(一覧表として説明する等)

● 上記の情報を提供した上で先発晶を求めた人には差額の一部を自己負担とすべきであるOこれに

より先発品の価格を下げる圧力が高まる｡ただし､中期的には､薬価を下げることにならなければ､先

発晶の薬価を思い切って引き下げるなど段階的に対策をとる｡

● 後発品一般論ではなく､効能､価格などを具体的に説明するなど(一覧表にするなど)､啓発､周

知するべき｡

● 根拠なき安心代､誤解代を保険で払うことはおかしい同じ効能のものは公定価格は同じにすべき｡

● ｢後発品についての周知･啓発｣よりも差板を自己負担にしたり､先発品価格を下げること(これは医
師の負担ということ)の方がスピーディーにすすむ｢先発品の薬価は､後発品の薬価を目指して大幅

に引き下げる｣･｢先発品薬価と後発品薬価の差顔の一部を自己負担とする｣を優先すべき｡

● 短･中期的には後発薬の普及を進めるため薬価の差板の一部を自己負担とすべき｡

● 医薬費には保険料､税金の公費が投入されており､安い価格の薬を義務付けるO

● (｢先発晶薬価と後発品薬価の差額の一部を自己負担すべき｣について)｢差額の一部｣ではなく
｢差板全額｣を自己負担とすべき｡

● 特許が切れている後発品は､極めて安い薬価に国が決めるべき｡その一つの方法は入札制度｡

● 原則公的保険を使う場合後発薬のある薬種については最も価格の安い薬の使用を義務付ける｡

● ①長期収載晶の価格形成の問題(④参考)の方が大きい｡市場でもし公正に決まっているならば､

それに従うべきO但し､保険でカバーする範囲は限定すべきo(②参考)

● (塾(｢先発品薬価と後発品薬価の差額の一部を自己負担すべき｣について)賛成O参照価格制度

を遠くない将来に導入すべき｡

● (卦(｢後発品についての周知･啓発をもっと進めるべき｣について)賛成｡処方せん様式を再考すべ
き.後発品への変更を認めない場合には､｢理由｣を記述するなど｡また､一貫して認めない医師には

ヒアリングを行なうべき｡)

● ④薬価調達の実態が必ずしも明らかになっていない｡本当に価格の分布は正規分布か?左側に

ゆがんでいれば､平均をとるのはよくないO中央値をとるべきO薬局(大規模チェーン店)の調達もして

いるのか?総価取引によるバイアスはないのか?
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(論点②)病院でも薬局でも買うことのできる薬の負担はどうあるべきか｡

● 薬によっては､保険対象から外し､薬によっては自己負担割合を引上げるべき｡

● 窓口価格が安いだけで､大きなコストがかかっている｡国民が知らぬ間にムダ遣いを行わせる悪い

制度｡

● 類似薬全てではなく､一定の限定をかけるなどの配慮は必要｡

● 薬は診療とセットであるので､全て医療保険の対象から除外するのではなく､市薬品類似薬の効能

やその存在と薬名等を示した上で､自己負担割合を市販品価格と同等程度まで弓卜き上げることによ

って､患者と医療機関･薬局との間の情報格差を小さくする｡

● 薬の飲み残しを避けるためにも､市販品類似薬は特に2-3日分に限定するなど最低限の少量処

方とする｡

● 医療データの整備を早急に進める｡

● 問題のある医療機関･保険者があれば､その適正化を図る｡

● (医療保険の)対象から外すべきだが､暫定的な措置として､市販品類似薬について自己負担割合

の引き上げを実施すべき｡

● (か(市販品類似薬は医療保険の対象から外すことについて)賛成｡厚労省はまずそのリストをつくり､

それから審議会で議論すべき｡ex.シップ薬｡

● ②(市販品類似薬について自己負担割合の引上げを試行することに)賛成｡

● ③(市販品類似薬は現状のまま保険適用を続けることについて)①のように取り組みを始めるべき｡

● (市販品類似薬について自己負担割合の引上げを試行すべきことについて)

三::vs10割 ]

という差がつくのはおかしい｡
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後発医薬品の使用を進めることにより､患者の薬剤費の自己負担額の軽減と医療保険財政の効率化を図る○

揮 _;_≡.ミ…喜書政府目標であるr平成24年度までに後発医薬品の数量シェア30%以上｣の達成に向け､患者及び医療関係.者が安心して後発医薬品を使用することができるよう､環境整備を図る○
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華後期高齢者医療制度事業費補助金 診療内容及び薬剤使用状況調査費 後発医薬品使用状況調査経費 再審査.再評価調査辛 医薬品等GMP対策事業

ー 179百万円 4百万円 13百万円 143百万円 0.5百万円

I 後期高齢者に対する後発医薬品の使用に関する患者から医 欧米諸国における後発医薬品の使用に関する医療保険制 厚生労働省が行う後 有識者による検討会を国立医薬品食品衛生研究所に設置し都道府県のGMP(※)調査担当者に対し､後発医薬品と

発医薬RJ)の使用促進のための施策の
節.薬剤師への意思 度の実態や動向等 効果を検証するた て後発医薬品の品 先発医薬品との同等
表示がしやすくなる の調査研究を行うoめ､保険医療機関及 質等l=関する学術論 性を調査するための
ように､引き続き｢後 ぴ保険薬局における 文や学会発表等の 技術的な研修.訓練

発医薬品お願いカー 後発医薬品の処方.内容について検討､ 一一ヽ ● ､ を行う○

ド｣の配布を新規加入者に対して行うと 調剤に関する状況や､医師､薬剤師及 し､必該品目要に応じて当に関する試験 ※GMP(Good
J二二1= ともに.後発医薬品 ぴ患者の後発医薬 検査を実施すること Manufacturing
利用差麓通知の送 品に対する意識等の でその品質の確認をPractice):医薬品及

付等の取り組みが実施されるよう施策を蓋書じる○ 調査を行うq 行い､結果を公表する○ ぴ医薬部外品の製造管理及び品質管理の基準
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医師数286.699人､歯科医師数99.426人､薬剤師約267,751人(平成20年現在)･. :-.....iJ

ーEi雨藁事九枚

偲 (=持~~一頭後発医薬品の更なる使用促進を図る○ 社会保障審議会医療保険部会､中央社会保険医療協議会lこおいて検討中o
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発晶などの薬価の見直し たo平成23年10月26日に開催された医療保険部会においても､｢市販品類似薬晶は保険外とする｣ことについては､｢安価な薬剤を選択しづらくなり､かえって高額な薬剤が増える｣｢日本の患者負担は小さくないが､その負担がさらに大きくなる｣といった反対意見が
あったo



施策.事業シート日航笠等の全体像)
施策/事♯名 l 後発医薬品の使用促進など薬の有効な使用策

施策等の全捧億.仕組みがわかる1枚物の資型を貼付○(自郎己述.ポンチ絵可)【※既存の1枚紙をそれぞれ添付】

ジェネリック医薬品(後発医薬品)について

ジェネリック医薬品の主な特徴 J

① 有効成分､効能.効果､用法.用量等は先発医薬品と同じo

② 価格が安い (当初の薬価は先発医薬品の70%)o

③ 添加物等の有効成分以外の成分が異なる場合があるo

(苦みの軽減､使用感の改善等のため)
*先発医薬品との同等性は承認時等で確認oその基準は欧米と同じo

l価格が安いことによる患者負担の軽減､医療保険財政の効率化 l

く} く}

○医療関係者の意識① 医療関係者全般に,晶質や安定供給に不安 禁 慧 慧 薬品の認知度はある程度を抱き､使い慣れた先発医薬品に代えて､ジエ 進んでいるo寺 ≡ 芋 二 手 ≒ 手 車
(ある高血圧の薬は34社がジェネリック医薬品を供給)

主な対応方策 l く>
平成24年度までにジェネリック医董晶の数量シェア30%達成を目標に(平成21年9月現在20.2%)

イ後発医薬品の安心倖用促進アクションプログラム l

①主に医療機関､ ⇒ (ジェネリック企業による在庫確保､国の試験研究機関による品質試験の実施等)

薬局向け対応 .診療報酬上の環境整備

(薬局における調剤数量の割合に応じた段階的な評価と変更調剤の環境整備､
積極的に使用する医療機関に対する評価､保険医に対する患者の意向確認
などの対応の努力義務 など)

②主に患者向け対応 ⇒ :票 崇 莞 慧慧至芸苦言≡?=聖霊の差額通知 など
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178 再審査.再評価調査費 (か再審査に関するGLP(※l)査察､申請晶目について審議会で調査審議するための資料の整備､結果の公示､申請企業への通知等○②再評価のための関連情報(最新知見)の追加的収集及び専門的評価(事前評価)○③GPSP基準の遵守状況の調査及び再審査.再評価申請資料等の信痕性を確保するため､GPSP査察を実施○④有識者による検討会を国立医薬品食品衛生研究所に設置して後発医薬品の品質等に関する学術論文や学会 154 154 154

発表等の内容について検討し､必要に応じて当該品目に関する試験検査を実施することでその晶質の確認を行い.結果を公表する.- うち､後発医薬品の使用促進に係るものは④(※1)GLP(GoodLaboratoryPraGtice):医薬品の安全性に関する非臨床試族の実施の基準(.x2)GPSP(GoodPostmarketingStudyPractJCe):医薬品の製造販売後の調査及び試族の実施の基準 (うち143) (うち143) (うち143)

194 医薬品等GMP対策事業 伝)都道府県が行うGMP/QMS(.A)査察の全国的な整合性を確保するための国及び都道府県による合同模擬査察の実施②都道府県のGMP/QMS担当者を対象とした研修の実施③国際的に流通する医薬品等の晶質を確保するとともに､これらの国際取引の円滑化を推進するため､医薬品等GMPの国家間における査察技術の同等性を確認し､GMP相互承認協定進展のための協議及び日E∪相互乗認協定の履行を行う○④輸出用医薬品等の証明書を発給するための適合性調査等の実地調査⑤GMP査察に関する国際的な枠組み(Plc/S)への加盟へ向けた､調査.検討を行う〇一 うち､後発医薬品の使用促進に係るものは(a※QMS(QualityManagementSystem):医療機器及び体外診断用医薬品の製造管理及び品質管理の基準 22(うち0.9) 26(うち0.5) 33(うち0.5)

195 後発医薬品晶質確保対策 後発医薬品の晶質を確保するため､都道府県の薬事監視員が後発医薬品を製造販売又は製造する業者-立入検査を行い､GMPバリデーションの実施状況等の指 37 31 26

事業 導及び匿.都道府県が選定した指定品目について､流通する製品を検体として収去し､品質の確認検査を行う○



‥_.ーヽ_∵: ･_コ. - ヨ防 ; - A;

220 後期高齢者医療制度事業 ①健康診査事業 (補助率1/3)生活習仮病の早期発見により､疾病の重症化を防ぐために実施する事業p②保険者機能強化事業 (補助率1/2.定顛補助)後期高齢者の医療費の適正化及び保険料収納対策等の保険者機能強化に取り組むために実施する事業○ 5.962 6,327 6.314

費補助金 ③特別高額医療費共同事業 (定観補助)著しく高嶺な医療給付章の発生r=よる後期高齢者医療制度の財政に与える影響を緩和するために実施する事業〇一 うち､後発医薬品の使用促進に係るものは② (うち83) (うち174) (うち179)

235 診療内容及び薬剤使用状況調査費 欧米諸国における後発医薬品の使用に関する医療保険制度の実態や動向等の調査研究を行うo 9(うち4) 9(うち4) 9(うち4)

252 後発医薬品使用状況調査経費 厚生労働省が行う後発医薬品の使用促進のための施策の効果を検証するため､保険医療機関及び保険薬局 81 80 68

における後発医薬品の処方.調剤に関する状況や､医師､薬剤師及び患者の後発医薬品に対する意識等の調査を行う○ (うち13) (うち13) (うち 13)



社会保障:後発医薬品の使用促進など薬の有効な使用策

薬局でもらう薬の値段はどう決まっているのか｡

後発 医薬 品とは何か｡

1-1､2-1 後発医薬品の使用を進めるための方策は何か｡

厚生労働省

0焦tk集JB鴨で支治される集剤のt段(集価)とは0

医師の診断､処方せんに基づき保険薬局等で支給される薬剤については､中医協で定めたルールに従って､銘柄毎に
薬価を定めている○ ′
具体的には､薬価収載時には､先発医薬品では､類似の薬剤がある場合には､その類似薬相当の価格を基準とし､類
似薬がない場合には､製造原価等､必要な経費に基づき薬価を定めているo後発医薬品では､最初の後発医薬品の場
合には､先発医薬品の薬価の0.7倍とし､後発医薬品が既にある場合には､原則､最も低い後発医薬品の薬価と同価
格として薬価を定めている○

Ogt兼FE兼点くジェネリックFE集晶)とは○

新薬の特許期間が満了し､かつ､その新薬の再審査期間(※)が終了した後に､他社より発売される､同じ有効成
分､同じ薬効の医薬品のことであるoそのため､先発医薬品と有効性.安全性が同等であり､代替可能な医薬品と位
置づけられるo
新薬ほど美大な研究開発費がかからないためその薬価は新薬に比し廉価であり､患者の薬剤費負担及び国の医
療費の節減に役立っているo

●a兼匹集晶の佐用をjLめるための方兼は何か

1.現状

･平成19年5月の｢医療･介護サービスの質向上･効率化プロジェクト｣において､平成24年度までに､後発医薬品の数量
シェアを30%以上とする数値目標を設定｡同年10月に｢後発医薬品の安心使用促進アクションプログラム｣を策定し､後
発医薬品の信頼性の向上や使用促進のための環境整備､医療保険制度上の施策に取り組んでいる｡
･薬価収載されているすべての医療用医薬品のうち後発医薬品の数量シェアは､平成21年9月現在(直近の薬価本調査
結果)で20.2%｡その後､平成22年診療報酬改定において､薬局における後発医薬品調剤体制加算の見直し等新たなイ
ンセンティブの導入により､メディアス(電子化された調剤レセプトによる集計)による参考値では､平成23年3月現在
22.4%(医療機関で使用される薬剤は含まない)0
･本年12月初旬に､最新の薬価本調査に基づく集計値の速報が出る予定｡それを踏まえて､平成24年診療報酬改定に
向けて､更なる使用促進策が検討される見込み｡

2 問題点

医療関係者及び患者の間で､後発医薬品の使用に積極的になれない理由がある｡

･医療関係者にとって､晶質や安定供給等の面での不安を抱き､使い慣れた先発医薬品を後発医薬品に替える必要性を
感じない｡
･薬局等において､後発医薬品は品目数が多いために､在庫の負担､選択の難しさがあるO
･患者にとって､使い慣れた先発医薬品を後発医薬品に代えても大丈夫との安心感が医療関係者から十分得られていな
い｡ 等

3.対策

○後発医薬品の更なる信頼性の向上と､正しい理解の普及も含めた周知
- ｢後発医薬品の安心使用促進アクションプログラム｣の強化

○中央社会医療保険協議会における､医療保険制度面での検討

･品目数や薬価のばらつき等､薬価制度上の諸問題
･医療機関における診療報酬並びに医師の処方及び処方せんのあり方
･薬局における調剤報酬及び患者への情報提供のあり方 等

○保険者における被保険者へのより積極的な働きかけ



-⊥ 新医薬品の薬価算定方式
新医薬品

lr斎 古壷石妄言もの l l 類似薬のないもの t

(注)有用性の高いキット製品については､上記⑤の後､キット特徴部分の原材料費を加え､加算(5%)



一rL 新規収載後発医薬品の薬価算定方式

1.後発品が初めて収載される場合

- 先発品の薬価の0.7掛けとする｡

2.後発品が既に収載されている場合

- 最低価格の後発品と同価格とする｡



去 _堅 堅 琴壁 薬価算定慧 なル_ル～

卸の医療機関･薬局に対する販売価格の加重平均値(税抜きの市場実勢価格)に

消費税を加え､更に薬剤流通の安定のための調整幅(改定前薬価の2%)を加えた

額を新薬価とする｡

新薬価 - [悪霊警買讃 昆蒜oo驚喜笑覧芸格)〕 ×(識 語 賢覧 ). 調整幅



寸 後発医薬品の使用促進目標
先発医薬品 先発医薬品 後発医薬品 その他の

(後発品なし) (後発品あり) 品目

21.6% 34.9% 18.7% 24.8%
2007年9月

薬価調査

(数量シェア)

2012年度

目標

(数量シェア)

｣ ∵ ｢｢ ｢ ｣ ｢

後発医薬品への置換可能なものの50%以上

※ その他の品目:承認が昭和42年以前のもの､漢方エキス剤､生薬､生物製剤(ワクチン､血液製剤等)､局方晶



準収載品目の分類別の品目数及び市場シェア

品目数 数量シェア 金額シェア

先発医薬品 後発品なし 1,894 18.9% 47.8%
後 発 品 あ り 1,469 36.3% 35.9%

■ 1

後 発 医 薬 品 6,778 20.2% 7.6%

そ の 他 の 品 目 4,164 24.6% 8.7%

品目数は平成22年4月時点｡但し､名称変更による旧名称品(経過措置移行品目)は含まない｡

数量シェア及び金額シェアは平成21年9月調査時の数量､薬価による｡

｢その他の品目｣は､薬事法上先発医薬品と後発医薬品との区別ができない昭和42年以前に承認された

医薬品等(血液製剤等)0



社会保障:後発医薬品の使用促進など薬の有効な使用策

医師から処方される薬とそれ以外は何が違うのか｡
病院でも薬局でも買うことのできる薬の負担はどうあるべきか｡

厚生労働省

1 市販薬と医療用医薬品について

(1)市販薬は､一般の人が薬局で購入し､自己判断の下で使用される医薬品であり､効能､用法等は一般人向け｡

一方､医療用医薬品は､医師の診断､処方せんに基づき使用される医薬品であり､効能､用法等は専門家向け

となっている｡

(2)仮に､同一成分を含有していたとしても､一般的には､市販薬の方がリスクを低く設定しており､両者は､基本的に

異なるもの｡具体的には､医療用医薬品の中には､たとえ市販薬と同一の成分を含むものでも､より重症の患者に

高用量で使用されるなどの点で市販薬と異なっている｡

例:イブプロフェン

市販薬(一般人向け) 頭痛､生理痛､など 1日450mgまで

医療用医薬品(専門家向け)慢性関節リウマチ､手術後の消炎･鎮痛など 1日600mg

(3)なお､市販薬では､メーカーが自由に価格を設定できるが､医療用医薬品では､保険収載する際に公定価格が

設定されている｡

2 薬の負担はどうあるべきか

○ 医師から処方される医療用医薬品は､原則､医療保険の対象となっている｡

○ 市販薬と同一の成分を含有するものをr市販品類似薬｣として保険から外すことなどがこれまでも外部から指摘

されているところであるが､このことについて､平成22年12月､平成23年10月開催等の社会保障審議会

医療保険部会において議論されたが､

(む 市販品類似薬を使用している患者の負担が著しく増大すること

② 負担や影響が患者ごとに異なること

③ 同一成分でも医療用と一般用で効能･効果､含量が異なる場合など､対象となる薬の切り分け･範囲の

選定が困難であること｡

④ 新規の市販薬開発への支障､安定供給への影響が懸念されること

⑤ 安全で､有効､かつ安価な薬が保険で使われなくなることは､かえって高い薬にシフトして医療費削減に

ならないのではないかと考えられること

などの反対意見があったことから､たとえ実施を検討するとしても､慎重な対応が必要と考える｡



平成22年12月2日 第43回社会保障審議会医療保険部会資料(抜粋)

市販薬と類似した医療用医薬品について

l 市販薬と医療用医薬品について

○ 市販薬 : 患童貞!薬局で購入し､自らの判断で使用する医薬品
○ 医療用医薬品 : 医師が患者の治療のために処方する医薬品 (注)

注 たとえ市販薬と同一の成分を含むものでも､より重症の患者に高用量で使用されるなどの

点で市販薬と異なる∩イブプロフェンを含む医薬品の場合､以下のとおり｡

市販薬 : ｢頭痛､生理痛｣等を効能とし､使用量は1日450mgまで｡

医療用医薬品 : ｢慢性関節リウマチ､手術後の消炎 ･鎮痛｣等の効能を有し､使用量は

1日600m‰

2医療保険における取扱
○ 他の医療用医薬品と同様､医師が患者の治療のために処方する医薬品で

あり､保険給付の対象とされている｡



1市販品類似薬を保険給付外とした場合､これらの医薬品を使用している患
この点についてどのように考えるか｡

2 また､保険給付外とする市販品類似薬の範囲によって､どのような患者にどの程度の負担が生じるのか､
吟味する必要があるのではないか(注)0

(注)負担増になる患者層の例

･湿布薬:主として関節痛などをもつ高齢者

･うがい薬･かぜ薬:小児の場合､現行の医療費助成と同様に自治体が負担するのであれば､多くの自治体において､
公費負担が増加

･漢方薬:不定愁訴､更年期障害､自律神経失調症などの中高年

3市販品類似薬の中には､市販品と異なる重篤な疾患の効能を有しているものがあり(注)､その場合､保険
給付と給付外の効能を整理する必要があるほか､同じ漢方薬でも､医療用医薬品と成分や含量が同じものが
市販品にあるとは限らないなど､保険給付と給付外の切り分けの考え方について整理が必要ではないか｡

(注)例えば､ビタミンB1製剤の場合､ビタミンB1欠乏症のほか､ウェルニッケ脳炎などの効能を有する｡

4 市販品類似薬を保険給付外とすることにより､製薬企業が新規成分の市販品の発売を蹟躍したり､亜星型
分野の医薬品の安定供給に大きな影響を与えたりする場合があり得ることについて､どう考えるか｡

5 仮に実施するとしても､保険給付外とする市販品類似薬の範囲を選定するに当たっては､その基準を策定
する必要があるとともに､専門家や負担増となる患者の意見を聴くなど透明性を確保した形で行う必要があり､
実施するまでに一定程度の時間が必要ではないか｡



暮点別シート

テー マ名 B5-3 l社会保障:後発医薬品の使用促進など薬の有効な使用策

視 点 ･薬局でもらう薬の値段はどう決まっているのかo･後発医薬品とは何か○

論 点 1-1､2-1l後発医薬品の使用を進めるための方策は何か○

作 成 財政当局

■ぎ司 でもらう薬の値段はとう決まっているのか?

甲~lllL■▼一一I恒

薬価算定の仕組み B<先発晶と後発品の薬価の差> :- 高脂血症用剤(5mg1錠)の例 :
薬価基準 (医療保険が支払われる際の医薬品の価格を定めたもの)

⇒全国統-の公定価格

特 許 期 間(市 こ場 裏 勢価格に基づき2定一とl~茎価改定) 先発品:薬品 A 59.30円 (loo)後発品:薬品 B 35.40円 (60)
{}

薬品 C 27.30円 (46)薬品 D 15.60円 (26) ll

C 個別品目に ナる価格帯(例=アムロジビン5mg 正村)

1llllI ･タ色 事tl∬ ■■ 瓜 品E5 ■■■一声古くFq>

1-U.-4JlT,雪,一, llIl抜粋

t■:■b L#■ー l味 ■ ■■r一亡ー■=I-}ヒ■二一′■一一つ■TL-Le).jlゴー収 rt芝PJr■くNJrト一8J-- ウ ｣ l 一一五 一書⊥■■くー>JdS一書 柵 く寺)★ヽー II ■■t=いf ≡ ≡ …≡ ド主
▲ヽ1r

療協王毒会

J後発医薬品とは何か? J

D~ HHHHHH国 名日 本アメリカイギリスI ドイツフランス: (注)%外啓の数値についてl映発医業晶シエ7(甘 I20.2726563 彬 =%日脚年i) l全 額 l7.6142624 薬価と後発品普及の関係 E

なんとなく後発安定供冶(在JL応.推托生良品巽(安定性.叶1巾■.叶である他の監44開 41,7%

239年9月案価額査2009が必要. 12 lCEPS)報告

その他 18.3% l16.7% 【23.3%



後発医薬品とは何か?

F 平成22年改定における後発医薬品のある 後発医薬品の影響級 G

: 淵一代 先発医薬品の薬価引き下げ 匝-8●l~ 糾 El摂Gi
○後発医薬品のシェア

＼､ゝ 歎tペ-スF仝dベース

I 之5.0%. 匡司Iト 哨 - 7 回 先*? #晶の価脚目書とのJE

○後発匡非晶シェアが20.2%から30%になった4台の影響額

⇒ 医療費影響額 ▲4.800肋甲lGJ▲1.200舶 )
16.8% 実寺売価

: 15.0% 1時 19年 21年 24年度 日経9月 9月 9月 ⇒ 医療費影響額 ▲17.600億円 (国費 ▲4.400億円)
l≡:三平成21年度国民医療費より機械的に試算 :I

処方せん様式 各国の例 J○仏 :後発医薬品の使用を促進する観点から､一部の先発品を選んだ場合､墨 痕を最重点足並O .

(保険医療機関及び保険医療養担当規則様式第二号)

I 姓 〟 せ ん 後発品への変更を

l l1'.T. l I- .l l l i 認めるかは医師の裁量 ○独 :外来薬剤費の 1割を患者が負担す ーlることになっているが､これに加 ■
!T:̀【LT:Tl

JlIIlL_ え､鼻乳量出二五血並 (先発品と後発品の価格の間で設定される参

ト

I".lpJL笥亡棄:巨ⅡrH の鷲だが 照価格)を且過する分についても

:...Jiト._:A 桓 W, l l '. 急呈赴負塩.llll 有識者意見○平成23年11月9日 社保審 医療保険部会岩本教授 .I｢4E秦茎と後発壬の効能が同じならば_i石音の価AI士FilL二で あ.,jTしかるべき｣ .し

/
一

監 当

l

,lI.～.'ir
-

●先発晶薬価については､後発l)E]l]薬価を目指して大幅に引き下げるべきではないか.

-先発晶薬価と後発品薬価の差額の-部を自己負担とするなど､中期的には医書保険上の取扱いを統



始点別シート

テ ー マ 名 社会保障 :後発医薬品の使用促進など薬の有効な使用策

医師から処方される薬とそれ以外は何が違うのか｡

病院でも薬局でも買うことのできる薬の負担はどうあるべきか｡

市販品類似薬の具体例 (ビタミン剤)

r ■

■■■- 田-

市F品 匪書用蓋葉晶

鵬 g'.nfl 3m 担 (H , (- ～,

1,575円 2,840円 852円 300円 90PI

※1 市販品の価格は､メーカー希望小売価格｡
※2 医療用医薬品の価格については市販品と同じ数丑について､病
院.診療所で処方葺を発行してもらい､一般的な調剤薬局で購入
した場合の価格を機械的に昇出.

0 明約レセプトに占めるビタミン剤のシェア･･･1.2%(虫tlペ-ス)

※ ｢平成22年度最近の嗣#J医療費の動向｣(厚生労働省)より

○評価者コメン ト (抜粋)

･市販品類似韮は保険対象外とすべき｡単価
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もあるO
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○ フランスでは､薬剤(外来)の内容によって
自己A担割合を変更.

･代替性のない重要薬 0%
(抗ガン剤等)

･ほとんどの治療薬 35%

･胃薬など 70%

･再評価で有効性が乏 85%
しいとされたもの

･ビタミン剤等 1OO牝
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○社会保障審議会医療保険部会

(平成21年 11月25日､ 12月8日)

◎医療保険部会での結論

｢保険外とすることは見送る｣

●市板晶類似薬 (ビタミン剤など)については.医養保険上の取扱いを見直し､半額は自己負担とすべき

ではないか｡
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議論の整理（案） 

 

平成 23 年 12 月 日 

社会保障審議会医療保険部会 

 

 

社会保障審議会医療保険部会は、「社会保障・税一体改革成案」（平成 23

年 6 月 30 日政府・与党社会保障検討本部決定。以下「成案」という。）を受

けて、本年 7 月 21 日以降、成案の具体化に向けて審議を重ねてきた。以下、

当部会におけるこの間の議論を整理する。 

 

 

１．地域の実情に応じたサービスの提供体制の効率化・重点化と機能強化 

 

○ 成案には、病院・病床機能の分化・強化と連携（急性期医療への医療資

源の集中投入等）、在宅医療の充実、重点化・効率化等が盛り込まれており、

これを着実に実現していく必要がある。平成 24 年度の診療報酬・介護報酬

の同時改定はこの実現に向けた第一歩とすべく、「平成 24 年度診療報酬改

定の基本方針」を医療部会とともに取りまとめた。 

 

○ 来年度の改定のみならず、超高齢社会のあるべき医療の姿を見据えつつ、

引き続き、「平成 24 年度診療報酬改定の基本方針」に盛り込まれた「将来

を見据えた課題」について関係審議会で議論を重ねていく。 

 

 

 

２．高度・長期医療への対応(セーフティネット機能の強化)と給付の重点化 

 

○ 近年、医療の高度化により、がんの患者など長期にわたって高額な医療

を受ける方が増えており、これらの方の負担を軽減し、医療保険のセーフ

ティネット機能の強化が求められている。 

 

○ 現在の高額療養費制度は、70 歳未満の一般所得者の所得区分の年収の幅

が大きい（年収約 210 万～790 万円）ため、低所得層の負担が重くなって

いる。また、自己負担上限額が月単位で設定されているため、自己負担上

限額は超えない水準の負担で、長期にわたって療養される方の負担が軽減

されない場合がある。 

 

平成 23年 12月 5日 第 51回社会保障審議会医療保険部会 資料６ 
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○ これらの課題に対応するため、自己負担上限額を細分化し、中低所得層

の負担を重点的に軽減するとともに、年単位で新たに上限額を設定する改

善案について検討を行った。 

 

○ 高額療養費の改善の必要性については、異論がなかったが、財源をどの

ように賄うかについては、意見が分かれた。 

 

○ 高額療養費の改善については、昨年度の当部会でも議論したが、保険財

政が厳しい中、更に高額療養費の改善による給付費の増加を保険料の引き

上げで賄うことは困難である等の意見があり、改善は見送られたという経

緯がある。 

 

○ 今年度の検討においては、６月に取りまとめられた成案で、セーフティ

ネット機能の強化と給付の重点化を併せて実施する観点から、「高額療養費

の見直しによる負担軽減と、その規模に応じた受診時定額負担等の併せた

検討（病院・診療所の役割分担を踏まえた外来受診の適正化も検討）。ただ

し、受診時定額負担については低所得者に配慮。」とされたことを踏まえ、

高額療養費改善の財源として、外来受診時に 100 円（低所得者は 50 円）の

受診時定額負担について議論を行った。  

 

○ 受診時定額負担については、①患者だけが負担するのでなく、健康な人

も含めて保険料や公費で広く負担すべき、②受診抑制により病状が悪化す

るおそれがある等の理由から、導入に反対の意見があった。 

 

○ 一方で、①医療費は保険料・公費・自己負担の組み合わせで確保する必

要があるが、保険財政の現状を考えると、高額療養費の改善を保険料の引

き上げで賄うのは困難、②財源を保険料に求める場合、負担の大部分が若

年者に転嫁される等の理由から、受診時定額負担も一つの選択肢との意見

もあった。 

 

〇 また、保険者ごとの財政影響が異なることを踏まえた議論を行う必要が

ある、財源の問題は理解するが、高額な医療を受ける患者は大変困ってお

り高額療養費の改善は早急に実施して欲しいという意見もあった。 

 

○ なお、成案では「病院・診療所の役割分担を踏まえた外来受診の適正化

も検討」とされており、大病院での外来の受診時のみ定額負担を求めるこ

とについても検討を行ったが、これにより高額療養費の改善に必要な財源

を賄うべきとの意見はなかった。 
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○ 高額療養費の改善により、長期にわたって療養される方の負担を軽減す

ることは喫緊の課題であり、財源の確保とあわせてさらに検討を進める必

要がある。 

 

 

 

３．市町村国保の財政基盤の安定化・強化・広域化 

 

○ 市町村国保は、被用者保険と比べて、①年齢構成が高く医療費水準が高

い、②所得水準が低い、③所得に占める保険料負担が重い、④保険料収納

率が低いという構造的な問題を抱えている。このため、市町村が多額の一

般会計繰入を行うなど、市町村財政にとっても大きな負担となっている。 

 

○ また、市町村合併後も、財政運営が不安定になるリスクの高い小規模保

険者が依然として多数存在しているほか、医療費や所得、保険料の市町村

格差が大きく、所在する市町村によって保険料が異なることに対する不公

平感もある。 

 

○ こうした市町村国保の構造的な問題に対応するため、低所得者保険料軽

減の拡充や所得水準の低い保険者に対する支援の拡充等の財政基盤の強

化を行うとともに、財政運営を都道府県単位に広域化することにより、財

政基盤の安定化を図ることが必要である。 

 

○  今年２月から開催されている「国民健康保険制度の基盤強化に関する国

と地方の協議」において、市町村国保の財政基盤強化策及び財政運営の都

道府県単位化の具体的内容については、引き続き協議を行った上で、税制

抜本改革とともに、制度見直しを行う。 

 

（注）成案の別紙２「社会保障改革の具体策、工程及び費用試算」において、

「併せて検討」とされている「被用者保険の適用拡大」については、現

在、「短時間労働者に対する社会保険適用等に関する特別部会」において

議論されている。 
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４．高齢者医療制度の見直し 

 

高齢者医療制度の見直しについては、高齢者医療制度改革会議において平

成 22 年 12 月に最終とりまとめが行われたが、成案において、「高齢者医療制

度改革会議のとりまとめ等を踏まえ、高齢世代・若年世代にとって公平で納

得のいく負担の仕組み、支援金の総報酬割導入、自己負担割合の見直しなど」

を行うとされていることを踏まえ、検討を行った。 

 

○ 高齢者医療制度の見直しは、市町村国保の都道府県単位化を含め、最終

とりまとめにおいて示された方針に沿って着実に行っていくべきとの意見

があった。また、後期高齢者医療制度の先行きに関する被保険者や現場の

不安を解消するため、可能な限り速やかに将来に向けた方針が示される必

要があるとの意見があった。 

 

○ 他方、最終とりまとめに沿って後期高齢者医療制度を廃止しても、運営

上の年齢区分は残ること、高齢者間に新たな不公平が発生すること等の問

題がある、同制度は既に定着しており、拙速に新制度に移行して混乱を招

くことがないよう、現行制度の改善により安定的な運営に努めるべきとの

意見があった。 

 

○ 高齢者医療に関する国民の理解を得ていくため、また、現役世代による

負担の増大を抑制するため、後期高齢者医療制度や前期高齢者の財政調整

に対する公費拡充が必要であるとの意見があった。 

 

○ 後期高齢者支援金については、被用者保険における負担の公平の見地か

ら、また、協会けんぽに対する緊急的な措置として、全面総報酬割を早急

に実施すべきとの意見があった。他方、総報酬割は高齢者医療制度の見直

し全体の中で行うべきであり、これのみを抜き出して実施することは不適

当との意見があった。 

 

○ 最終とりまとめに盛り込まれている後期高齢者負担率の見直しは、高齢

者の負担を軽減する一方で、現役世代にとっては負担増であることから、

これを実施する場合には、現役世代への経済的支援をあわせて行うべきと

の意見があった。 

 

○ 前期高齢者納付金の算定上、保険者の負担が過大にならないように設け

られている前期高齢者加入率の下限を引き下げるべきとの意見があった一

方、その見直しを行うのであれば、高齢者医療制度の見直し全体の中で検

討すべきとの意見があった。 
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５．協会けんぽの財政健全化の取組 

 

協会けんぽについては、リーマンショックによる被保険者の報酬の下落等

による財政悪化を受け、平成 24 年度末までの間、被用者保険における後期高

齢者支援金の３分の１を、総報酬割とするとともに、国庫負担割合を 13％か

ら 16.4％に引き上げる等の特例措置を講じている。 

しかしながら、平成 21 年度から３年連続で保険料率が上昇しており、平成

24 年度には 10％を超える見込みであり、健保組合との保険料率の乖離が急速

に拡大している。 

 

○ 協会けんぽの財政悪化が進む中、被用者保険における後期高齢者支援金

の全面総報酬割を早急に実施するとともに、協会けんぽへの国庫負担割合

を健康保険法本則に規定された上限割合である 20％に引き上げるべきと

の意見があった。 

 

○ 他方、総報酬割の拡大は、前期高齢者の財政調整への公費投入とあわせ

て行うべきである、協会けんぽと健保組合との所得格差に起因する保険料

率の格差の是正のための財源は、健保組合等に肩代わりさせるべきではな

いとの意見があった。 

 

○ 協会けんぽの財政運営は、単年度の収支ではなく複数年度で均衡させる

中期財政運営の考え方を導入すべきとの意見があった。 

 

 

 

６．給付の重点化・制度運営の効率化 

 

医療費は増大する一方で、厳しい経済情勢を反映し、保険財政は非常に厳

しい現状にある。また、今後は、更なる高齢化の進展、医療の高度化、医療

提供体制の機能強化等により、医療費が増加することが見込まれている。  

このような中、国民の信頼に応え得る高機能で中長期的に持続可能な医療

保険制度とするためには、必要な機能の充実は図りつつ、給付の重点化・制

度運営の効率化も併せて行っていくことが必要である。  

成案においても、このような観点から、重点化・効率化を同時に実施する

こととされており、受診時定額負担のほか、次のような項目が盛り込まれて

おり、議論を行った。 

このほか、行政刷新会議等においても、給付の重点化・制度運営の効率化

に関する施策が求められている。  
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（70～74 歳の患者負担割合） 

○ 70～74 歳の方の患者負担割合については、現行法上、２割負担と法定さ

れている中で、毎年度約 2000 億円の予算措置を講ずることにより、１割負

担に凍結されているところ、「高齢者医療制度改革会議」の最終とりまとめ

（平成 22 年 12 月 20 日）において、個々人の負担が増加しないよう配慮す

るとともに、現役世代の保険料負担の増加にも配慮し、70 歳に到達する方

から段階的に本来の 2 割負担とする旨が提案されていることを踏まえ、議

論を行った。 

 

○ 70～74 歳の患者負担については、世代間で不公平が生じている状況を踏

まえ、法律上 2 割負担とされていることを尊重する観点からも、速やかに

法定割合に戻すことが適当とする意見が多かった。なお、一部の委員から

は、日本の患者負担割合は国際的に見て高水準にある中で、患者負担割合

は 1 割のままとすべきとの意見もあった。 

 

 

（医薬品の患者負担） 

○ 市販医薬品の価格水準を考慮して医薬品の患者負担を見直すとの考え方

については、診療報酬体系が複雑化するおそれがあるといった意見や過度

な患者負担を求めるべきでないといった意見があった。また、市販医薬品

については、消費者が自ら選択して服薬するものであり、医師の処方によ

る医療用医薬品とは性質が異なることや、使用方法が異なるものの負担を

比較することは困難であるという意見もあった。これらの意見も踏まえ、

引き続き検討する。 

 

 

（後発医薬品の使用促進） 

○ 平成 24 年度に後発医薬品のシェアを 30％とするとの目標の下に、診療

報酬上の評価、患者への情報提供、処方せん様式の変更、医療関係者の信

頼性向上のための品質確保など、総合的な使用促進を図る。 

 

○ 行政刷新会議の「政策提言型仕分け」において出された、先発品と後発

品の一部を患者負担とするとの考え方については、過度な患者負担を求め

るべきでないといった意見があり、今後、引き続き検討する。 
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（入院時の食費・居住費） 

○ 入院時の食費・居住費については、①入院時の食事管理は治療の一環で

あり、通常の食事とは区別して考えるべき、②居住費の負担が入院前の住

居との二重の負担にならないようにすべき、等の理由から、見直しに慎重

な意見が大勢を占めた。なお、一部の委員からは、事業仕分けの考え方に

基づき見直しを進めるべきとの意見もあった。 

 

 

（現金給付（傷病手当金）の見直し） 

○ 傷病手当金について、不正請求防止の観点等から、①支給上限額の設定

や、②標準報酬の平均額に基づき支給額を決定すべきとの意見があったが、

これらについては、保険料負担に応じた給付という傷病手当金の基本的な

考え方や実務のコストの面から問題との意見があった。 

 

○ また、不正請求の防止に加え、保険者機能の強化の観点から、事業主へ

の質問・調査権限の法律上の明確化を検討すべきである。 

 

 

（生活習慣病予防） 

○ 特定健診・保健指導について、「保険者による健診・保健指導等に関する

検討会」での議論や制度導入からこれまでの実績を踏まえ、その在り方を

検討し、引き続き生活習慣病を予防する取組を推進する。 

 

 

（ＩＣＴ利活用の推進、レセプト審査の質の向上・業務の効率化） 

○ 本年 4 月に電子レセプトによる請求が原則化されたが、今後もレセプト

電子化が猶予されている医療機関について電子レセプトへの移行を勧奨す

るなど、更なるレセプトの電子化を推進することにより、レセプト審査の

質の向上・業務の効率化を図る。 

 

 

（保険者による適正受診の勧奨等の保険者機能の発揮） 

○ 保険者による被保険者に対する受診勧奨や頻回・重複受診への指導、重

症化予防などの取組など保険者機能の発揮による制度運営の効率化等を推

進する。 
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（療養費の見直し） 

○ 柔道整復等の療養費について、審査体制の強化などその適正な支給を求

める意見が多かったこと、会計検査院等からも指摘を受けていること、療

養費は国民医療費の伸びを近年上回って増加している現状などを踏まえ、

平成 24 年療養費改定において適正化するとともに、関係者による検討会を

設け、中・長期的な視点に立って、柔道整復療養費等の在り方の見直しを

行う。 

 

 

（医療費適正化計画） 

○  以上の取組のほか、国及び都道府県は、特定健診・保健指導の実施によ

る国民の健康の保持の推進と平均在院日数の短縮等による医療の効率的

な提供の推進を柱とする医療費適正化計画を策定し、医療費の適正化を図

っている。このうち、医療の効率的な提供の推進については、療養病床に

係る目標を凍結したことや、成案において新たな医療提供体制の方向性が

示されたことも踏まえ、平成 25 年度からの新たな計画期間における目標

の在り方等を検討し、引き続き医療費の適正化を推進する。 

 

 

（国保組合の補助率の見直し） 

○ 3 大臣合意（平成 22 年 12 月 17 日、国家戦略担当大臣・財務大臣・厚生

労働大臣）を踏まえ、保険者間の公平を確保する観点から、所得水準の高

い国民健康保険組合（以下「国保組合」という。）に対する国庫補助の見直

しを行う。 

 

○  なお、所得水準の高い国保組合についても、国庫補助を完全に廃止する

ことは財政運営への影響が大きい、国庫補助を廃止した場合には、保険料

の上昇により加入者が脱退し、国保組合の解散等の可能性もあることから

財政影響について精査する必要がある、という意見もあった。 

 

 

 

以上のほか、短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大、産休期間中の

保険料免除といった年金改革とともに進めていくべき課題もある。当部会と

して意見の隔たりがあった点もあるが、社会保障・税一体改革は喫緊の課題

であり、厚生労働省においては、当部会における種々の意見に十分に留意し

つつ、改革を進められたい。 
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議論の整理（案） 

平成 23 年 12 月 日 

社会保障審議会医療保険部会 

 

 

社会保障審議会医療保険部会は、「社会保障・税一体改革成案」（平成 23

年 6 月 30 日政府・与党社会保障検討本部決定。以下「成案」という。）を受

けて、本年 7 月 21 日以降、成案の具体化に向けて審議を重ねてきた。以下、

当部会におけるこの間の議論を整理する。 

 

 

１．地域の実情に応じたサービスの提供体制の効率化・重点化と機能強化 

 

○ 成案には、病院・病床機能の分化・強化と連携（急性期医療への医療資

源の集中投入等）、在宅医療の充実、重点化・効率化等が盛り込まれており、

これを着実に実現していく必要がある。平成 24 年度の診療報酬・介護報酬

の同時改定はこの実現に向けた第一歩とすべく、「平成 24 年度診療報酬改

定の基本方針」を医療部会とともに取りまとめた。 

 

○ 来年度の改定のみならず、超高齢社会のあるべき医療の姿を見据えつつ、

引き続き、「平成 24 年度診療報酬改定の基本方針」に盛り込まれた「将来

を見据えた課題」について関係審議会で議論を重ねていく。 

 

 

 

２．高度・長期医療への対応(セーフティネット機能の強化)と給付の重点化 

 

（高額療養費の改善） 

○ 近年、医療の高度化により、がんの患者など長期にわたって高額な医療

を受ける方が増えており、これらの方の負担を軽減し、医療保険のセーフ

ティネット機能の強化が求められている。 

 

○ 現在の高額療養費制度は、70 歳未満の一般所得者の所得区分の年収の幅

が大きい（年収約 210 万～790 万円）ため、低所得層の負担が重くなって

いる。また、自己負担上限額が月単位で設定されているため、自己負担上

限額は超えない水準の負担で、長期にわたって療養される方の負担が軽減

されない場合がある。 

 

平成 23年 12月 5日 第 51回社会保障審議会医療保険部会 資料７ 
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○ これらの課題に対応するため、自己負担上限額を細分化し、中低所得層

の負担を重点的に軽減するとともに、年単位で新たに上限額を設定する改

善案について検討を行った。 

 

○ 高額療養費の改善の必要性については、異論がなかったが、財源をどの

ように賄うかについては、意見が分かれた。 

 

 

（受診時定額負担） 

○ 高額療養費の改善については、昨年度の当部会でも議論したが、保険財

政が厳しい中、更に高額療養費の改善による給付費の増加を保険料の引き

上げで賄うことは困難である等の意見があり、改善は見送られたという経

緯がある。 

 

○ 今年度の検討においては、６月に取りまとめられた成案で、セーフティ

ネット機能の強化と給付の重点化を併せて実施する観点から、「高額療養費

の見直しによる負担軽減と、その規模に応じた受診時定額負担等の併せた

検討（病院・診療所の役割分担を踏まえた外来受診の適正化も検討）。ただ

し、受診時定額負担については低所得者に配慮。」とされたことを踏まえ、

高額療養費改善の財源として、外来受診時に 100 円（低所得者は 50 円）の

受診時定額負担について議論を行った。  

 

○ 受診時定額負担については、①患者だけが負担するのでなく、健康な人

も含めて保険料や公費で広く負担すべき、②受診抑制により病状が悪化す

るおそれがある等の理由から、導入に反対の意見があった。 

 

○ 一方で、①医療費は保険料・公費・自己負担の組み合わせで確保する必

要があるが、保険財政の現状を考えると、高額療養費の改善を保険料の引

き上げで賄うのは困難、②財源を保険料に求める場合、負担の大部分が若

年者に転嫁される等の理由から、受診時定額負担も一つの選択肢との意見

もあった。 

 

〇 また、保険者ごと間の財政影響が異なることを踏まえた議論を行うので

財政調整の方法も併せて議論する必要がある、財源の問題は理解するが、

高額な医療を受ける患者は大変困っており高額療養費の改善は早急に実施

して欲しいという意見もあった。 

 

○ なお、成案では「病院・診療所の役割分担を踏まえた外来受診の適正化

も検討」とされており、大病院での外来の受診時のみ定額負担を求めるこ
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とについても検討を行ったが、これにより高額療養費の改善に必要な財源

を賄うべきとの意見はなかった。 

 

○ 高額療養費の改善により、長期にわたって療養される方の負担を軽減す

ることは喫緊の課題であり、財源の確保とあわせてさらに検討を進める必

要がある。 

 

 

 

３．市町村国保の財政基盤の安定化・強化・広域化 

 

○ 市町村国保は、被用者保険と比べて、①年齢構成が高く医療費水準が高

い、②所得水準が低い、③所得に占める保険料負担が重い、④保険料収納

率が低いという構造的な問題を抱えている。このため、市町村が多額の一

般会計繰入を行うなど、市町村財政にとっても大きな負担となっている。 

 

○ また、市町村合併後も、財政運営が不安定になるリスクの高い小規模保

険者が依然として多数存在しているほか、医療費や所得、保険料の市町村

格差が大きく、所在する市町村によって保険料が異なることに対する不公

平感もある。 

 

○ こうした市町村国保の構造的な問題に対応するため、低所得者保険料軽

減の拡充や所得水準の低い保険者に対する支援の拡充等の財政基盤の強

化を行うとともに、財政運営を都道府県単位に広域化することにより、財

政基盤の安定化を図ることが必要である。 

 

○  今年２月から開催されている「国民健康保険制度の基盤強化に関する国

と地方の協議」において、市町村国保の財政基盤強化策及び財政運営の都

道府県単位化の具体的内容については、引き続き協議を行った上で、税制

抜本改革とともに、制度見直しを行う。 

 

（注）成案の別紙２「社会保障改革の具体策、工程及び費用試算」において、

「併せて検討」とされている「被用者保険の適用拡大」については、現

在、「短時間労働者に対する社会保険適用等に関する特別部会」において

議論されている。 
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４．高齢者医療制度の見直し 

 

高齢者医療制度の見直しについては、高齢者医療制度改革会議において平

成 22 年 12 月に最終とりまとめが行われたが、成案において、「高齢者医療制

度改革会議のとりまとめ等を踏まえ、高齢世代・若年世代にとって公平で納

得のいく負担の仕組み、支援金の総報酬割導入、自己負担割合の見直しなど」

を行うとされていることを踏まえ、検討を行った。 

 

○ 高齢者医療制度の見直しは、市町村国保の都道府県単位化を含め、最終

とりまとめにおいて示された方針に沿って着実に行っていくべきとの意見

があった。また、後期高齢者医療制度の先行きに関する被保険者や現場の

不安を解消するため、可能な限り速やかに将来に向けた方針が示される必

要があるとの意見があった。 

 

○ 他方、最終とりまとめに沿って後期高齢者医療制度を廃止しても、運営

上の年齢区分は残ること、高齢者間に新たな不公平が発生すること等の問

題がある、同制度は既に定着しており、拙速に新制度に移行して混乱を招

くことがないよう、現行制度の改善により安定的な運営に努めるべきとの

意見があった。 

 

○ 高齢者医療に関する国民の理解を得ていくため、また、現役世代による

負担の増大を抑制するため、後期高齢者医療制度や前期高齢者の財政調整

に対する公費拡充が必要であるとの意見があった。 

 

○ 後期高齢者支援金については、被用者保険における負担の公平の見地か

ら、また、協会けんぽに対する緊急的な措置として、全面総報酬割を早急

に実施すべきとの意見があった。他方、総報酬割は高齢者医療制度の見直

し全体の中で行うべきであり、これのみを抜き出して実施することは不適

当との意見があった。 

 

○ 最終とりまとめに盛り込まれている後期高齢者負担率の見直しは、高齢

者の負担を軽減する一方で、現役世代にとっては負担増であることから、

これを実施する場合には、現役世代への経済的支援をあわせて行うべきと

の意見があった。 

 

○ 前期高齢者納付金の算定上、保険者の負担が過大にならないように設け

られている前期高齢者加入率の下限を引き下げるべきとの意見があった一

方、その見直しを行うのであれば、高齢者医療制度の見直し全体の中で検

討すべきとの意見があった。 
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５．協会けんぽの財政健全化の取組 

 

協会けんぽについては、リーマンショックによる被保険者の報酬の下落等

による財政悪化を受け、平成 24 年度末までの間、被用者保険における後期高

齢者支援金の３分の１を、総報酬割とするとともに、国庫負担割合を 13％か

ら 16.4％に引き上げる等の特例措置を講じている。 

しかしながら、平成 21 年度から３年連続で保険料率が上昇しており、平成

24 年度には 10％を超える見込みであり、健保組合との保険料率の乖離が急速

に拡大している。 

 

○ 協会けんぽの財政悪化が進む中、被用者保険における後期高齢者支援金

の全面総報酬割を早急に実施するとともに、協会けんぽへの国庫負担割合

を健康保険法本則に規定された上限割合である 20％に引き上げるべきと

の意見があった。 

 

○ 他方、総報酬割の拡大は、前期高齢者の財政調整への公費投入とあわせ

て行うべきである、協会けんぽと健保組合との所得格差に起因する保険料

率の格差の是正のための財源は、健保組合等に肩代わりさせるべきではな

いとの意見があった。 

 

○ 協会けんぽの財政運営は、単年度の収支ではなく複数年度で均衡させる

中期財政運営の考え方を導入すべきとの意見があった。 

 

 

 

６．給付の重点化・制度運営の効率化 

 

医療費は増大する一方で、厳しい経済情勢を反映し、保険財政は非常に厳

しい現状にある。また、今後は、更なる高齢化の進展、医療の高度化、医療

提供体制の機能強化等により、医療費が増加することが見込まれている。  

このような中、国民の信頼に応え得る高機能で中長期的に持続可能な医療

保険制度とするためには、必要な機能の充実は図りつつ、給付の重点化・制

度運営の効率化も併せて行っていくことが必要である。  

成案においても、このような観点から、重点化・効率化を同時に実施する

こととされており、受診時定額負担のほか、次のような項目が盛り込まれて

おり、議論を行った。 

このほか、行政刷新会議等においても、給付の重点化・制度運営の効率化

に関する施策が求められている。  
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（70～74 歳の患者負担割合） 

○ 70～74 歳の方の患者負担割合については、現行法上、２割負担と法定さ

れている中で、毎年度約 2000 億円の予算措置を講ずることにより、１割負

担に凍結されているところ、「高齢者医療制度改革会議」の最終とりまとめ

（平成 22 年 12 月 20 日）において、個々人の負担が増加しないよう配慮す

るとともに、現役世代の保険料負担の増加にも配慮し、70 歳に到達する方

から段階的に本来の 2 割負担とする旨が提案されていることを踏まえ、議

論を行った。 

 

○ 70～74 歳の患者負担については、世代間で不公平が生じている状況を踏

まえ、法律上 2 割負担とされていることを尊重する観点からも、速やかに

法定割合に戻すことが適当とする意見が多かった。なお、一部の委員から

は、日本の患者負担割合は国際的に見て高水準にある中で、患者負担割合

は 1 割のままとすべきとの意見もあった。 

 

 

（医薬品の患者負担） 

○ 市販医薬品の価格水準を考慮して医薬品の患者負担を見直すとの考え方

については、診療報酬体系が複雑化するおそれがあるといった意見や過度

な患者負担を求めるべきでないといった意見があった。また、市販医薬品

については、消費者が自ら選択して服薬するものであり、医師の処方によ

る医療用医薬品とは性質が異なることや、使用方法が異なるものの負担を

比較することは困難であるという意見もあった。これらの意見も踏まえ、

引き続き検討する。 

 

 

（後発医薬品の使用促進） 

○ 平成 24 年度に後発医薬品のシェアを 30％とするとの目標の下に、診療

報酬上の評価、患者への情報提供、処方せん様式の変更、医療関係者の信

頼性向上のための品質確保など、総合的な使用促進を図る。 

 

○ 行政刷新会議の「政策提言型仕分け」において出された、先発品と後発

品の一部を患者負担とするとの考え方については、過度な患者負担を求め

るべきでないといった意見があり、今後、引き続き検討する。 
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（入院時の食費・居住費） 

○ 入院時の食費・居住費については、①入院時の食事管理は治療の一環で

あり、通常の食事とは区別して考えるべき、②居住費の負担が入院前の住

居との二重の負担にならないようにすべき、等の理由から、見直しに慎重

な意見が大勢を占めた。なお、一部の委員からは、事業仕分けの考え方に

基づき見直しを進めるべきとの意見もあった。 

 

 

（現金給付（傷病手当金）の見直し） 

○ 傷病手当金について、不正請求防止の観点等から、①支給上限額の設定

や、②標準報酬の平均額に基づき支給額を決定すべきとの意見があったが、

これらについては、保険料負担に応じた給付という傷病手当金の基本的な

考え方や実務のコストの面から問題との意見があった。 

 

○ また、不正請求の防止に加え、保険者機能の強化の観点から、事業主へ

の質問・調査権限の法律上の明確化を検討すべきであるとの意見があった。 

 

 

（生活習慣病予防） 

○ 特定健診・保健指導について、「保険者による健診・保健指導等に関する

検討会」での議論や制度導入からこれまでの実績を踏まえ、その在り方を

検討し、引き続き生活習慣病を予防する取組を推進する。 

 

 

（ＩＣＴ利活用の推進、レセプト審査の質の向上・業務の効率化） 

○ 本年 4 月に電子レセプトによる請求が原則化されたが、今後もレセプト

電子化が猶予されている医療機関について電子レセプトへの移行を勧奨す

るなど、更なるレセプトの電子化を推進することにより、レセプト審査の

質の向上・業務の効率化を図る。 

 

 

（保険者による適正受診の勧奨等の保険者機能の発揮） 

○ 保険者による被保険者に対する受診勧奨や頻回・重複受診への指導、重

症化予防などの取組など保険者機能の発揮による制度運営の効率化等を推

進する。 
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（療養費の見直し） 

○ 柔道整復等の療養費について、審査体制の強化などその適正な支給を求

める意見が多かったこと、会計検査院等からも指摘を受けていること、療

養費は国民医療費の伸びを近年上回って増加している現状などを踏まえ、

平成 24 年療養費改定において適正化適切に対応するとともに、関係者によ

る検討会を設け、中・長期的な視点に立って、柔道整復療養費等の在り方

の見直しを行う。 

 

 

（医療費適正化計画） 

○  以上の取組のほか、国及び都道府県は、特定健診・保健指導の実施によ

る国民の健康の保持の推進と平均在院日数の短縮等による医療の効率的

な提供の推進を柱とする医療費適正化計画を策定し、医療費の適正化を図

っている。このうち、医療の効率的な提供の推進については、療養病床に

係る目標を凍結したことや、成案において新たな医療提供体制の方向性が

示されたことも踏まえ、平成 25 年度からの新たな計画期間における目標

の在り方等を検討し、引き続き医療費の適正化を推進する。 

 

 

（国保組合の補助率の見直し） 

○ 3 大臣合意（平成 22 年 12 月 17 日、国家戦略担当大臣・財務大臣・厚生

労働大臣）を踏まえ、保険者間の公平を確保する観点から、所得水準の高

い国民健康保険組合（以下「国保組合」という。）に対する国庫補助の見直

しを行う。 

 

○  なお、所得水準の高い国保組合についても、国庫補助を完全に廃止する

ことは財政運営への影響が大きい、国庫補助を廃止した場合には、保険料

の上昇により加入者が脱退し、国保組合の解散等の可能性もあることから

財政影響について精査する必要がある、という意見もあった。 

 

 

 

以上のほか、短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大、産休期間中の

保険料免除といった年金改革とともに進めていくべき課題もある。当部会と

して意見の隔たりがあった点もあるが、社会保障・税一体改革は喫緊の課題

であり、厚生労働省においては、当部会における種々の意見に十分に留意し

つつ、改革を進められたい。 
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